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論文
バランとスウィージーの
独占資本論について
谷 友
?
I緒論
P.A. バランと P.M. スウィージーは， かれらのさいきんの共著『独占資
本。アメリカの経済的および社会的秩序にかんする一試論』1)の序文におい
て，それがひとつの試論にすぎないものであることを予告し2)' それから「緒
論」のなかでつぎのように書いている。「われわれの著作はスケッチのような
ものである。……われわれの成功または失敗は，……事実の細目または推理に
おける誤謬または欠陥によって判断されるのではなく，われわれが独占資本主
義をそれじたいとして研究することの必要にたいし有効に注意をあつめること
ができ，そしてそれの決定的な諸問題やこれらをもっとも効果的にとりあつか
いうる諸方法を指示することができたその程度によって判断されるであろうこ
とをのぞむ。」a)
このように著者たちははなはだ謙遜の言葉をのべているのであるが，しか
し本書においてかれらが代表的な資本主義国であるアメリカ合衆国における独
占資本主義経済の研究にもとづいてマルクス主義経済理論に独占資本主義の理
論としての発展の方向をあたえようとしていることはやがてあきらかになるで
あろう。その当否はしばらくおき，本書はそういう意味においてきわめて野心
的な著作であり，そしていくたの理論的に注目すべき議論をふくんでいるので
ある。しかしわれわれはそれらの議論をひとつひとつとりあげて検討すること
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はできないので，そのなかの若干の主要なものについてのみかんたんに考察す
ることとするが，まずさいしょにかれらがプルジョア社会科学とマルクス社
会科学を方法論的な視点から批判したのちにかれらの試論の主題についてのベ
ているところの重要な議論についてみることとしよう。
さて，バランとスウィージーは「緒論」の冒頭においてプルジョア社会科学
にたいする批判をのべているが，それによると，アメリカ合衆国における社会
科学の現状は逆説的である。研究者の数は急激に増加しつつあり，精密な数学
的推理や統計的方法の使用をふくめてかれらの研究活動はかつてない高い水準
をたもっているのであるが，それにもかかわらず「われわれの社会が作用する
様式やそれが進んでゆく方向」への重要な新しい洞見はきわめて少ない。その
理由はかれらの視野がせまく方法論が制限されているからである。そしてこの
ことは一部分は過去から伝承されたのであるが，一部分は現在の環境によって
もたらされたのである。環境はますます複雑化して，研究がますます特殊化す
ることを要求する。その結果として「全体としての社会は……社会科学の視界
から消えうせてしまう。それはもちろんのことだとかんがえられ，そしてまっ
たく無視されるのである。」4)
つぎに，バランとスウィージーはマルクス社会科学の業績をみとめながらも
それの独占問題にかんする欠陥を指摘し，それから独占資本主義分析の重要性
を力説したのちかれらの試論の主題に言及している。その要点を抜率してあげ
ておこう。
「マルクス社会科学の焦点は全体としての社会的秩序にむけられている。」
それは「われわれの社会はいかに作用するか，それはどこへ進んでいるか」と
いうことを説明する方法論や諸理論を•もっている。しかしそれにもいくらか不
満な点がある。「マルクス社会科学の重要な諸著作は近年においてはまれであ
った。マルクス主義者たちはあまりにもしばしばだれでもしっている公式をく
りかえすことで満足した。あたかもマルクスやエンゲルスの時代またはおそく
ともレーニンの時代このかた真に新しいものはなにもおこらなかったかのよう
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に。その結果として，マルクス主義者たちは重要な諸発展を説明することがで
きず，ときにはそれらの存在を認識することすらできなかった。」「マルクス社
会科学の沈滞していること，それの活力と実りの少ないことは，どんな単純な
仮説によっても説明されえない。客観的な諸原因と主観的な諸原因がともにか
かわりがある。そしてそれらの諸原因をときほごしておのおのにその適当なウ
ェイトをあたえることは困難な仕事であろう。しかし，われわれが，同一のも
のとみとめて分離することができ，そしてそのゆえに（少なくとも原理上は）
救治することができると信ずるひとつの重要な要因がある。すなわち，マルク
ス的資本主義分析が依然としてけっきょく競争的経済の仮定にもとづいている
ということである。」5) 「マルクスは•…••古典派の経済学者とおなじように独占
を資本主義の本質的な要素としてとりあつかわなかった。……古典派とちがっ
てマルクスは競争的経済に固有な資本の集積と集中への強い趨勢を十分に認識
した。資本主義の将来についてのかれのヴィジョンはたしかに新しい純粋に資
本主義的な独占の形態をふくんでいた。しかしかれはその当時においては大規
模企業と独占の支配によって特徴づけられる仮想的な制度であったであろうも
のを研究しようとはしなかった。」6) 「エンゲルスは，・マルクスの死後における
かれじしんの諸著述のいくつかのなかや，『資本論』第2巻および第3巻への編
集者付記のなかで， 1880年代と1890年代における諸独占の急速な成長について
註釈をのべた。しかしかれは独占をマルクス経済理論の体系のなかに合体させ
ようとこころみなかった。これをこころみた最初のひとは）レドルフ・ヒルファ
ディングであり，それは1910年出版のかれの重要な著作『金融資本論』のなか
であった。しかしヒルファディングは，独占に力点をおいたけれども，それ
を資本主義経済における質的に新しい要素としてとりあつかわなかった。むし
ろかれはそれを本質的にはマルクスの基本的な資本主義の法則の量的な変容を
もたらすものとみなした。」7) 「レーニンは，第一次世界戦争において頂点に達
した時代の国内的および国際的政治を分析するさいに，先進資本主義諸国にお
ける独占の優越的地位に十分なウェイトをあたえた。これはたしかにマルクス
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理論における決定的な進歩であった。……しかしながら， レーニンもかれの追
随者たちのなかのだれも，独占の優越的地位がその基礎をなしている資本主義
経済の作用原理や『運動法則』にたいしてもつ諸結果を探究しようとこころみ
なかった。」8)9) 
「われわれがマルクスの実例にならい，かれの有力な分析方法を十分に利用
すべきであるならば，われわれはかれの経済理論の基礎をなしている競争的モ
デルを弥縫したり修正することで満足することはできない。われわれは， 19世
紀のイギリスにおける市場関係の支配的形態であった競争が，イギリスだけで
なく資本主義世界の他のどの国においてもすでにそういう地位をしめることを
やめているということをみとめなければならない。今日，資本主義世界におけ
る典型的な経済単位は，……ー産業または数産業の産出物の重大な部分を生産
しそしてそれの価格，生産量および投資の型や額を管理しうる大規模企業であ
る。換言すれば，典型的な経済単位は，かつて独占のみが所有するとかんがえ
られていた諸属性をもっている。それゆえに，われわれの経済モデルを構成す
るときに独占を無視して，競争を一般的な場合としてとりあつかいつづけるこ
とはゆるされない。その独占段階にある資本主義を理解しようとする試みにお
いては独占を捨象するかまたはそれをたんなる変容の要因として導入すること
はできない。われわれはそれを分析的努力の中心におかなければならない。」10)
「ところで，マルクスは競争的資本主義体制の理論的モデルをイギリスの研究
からひきだした。……独占資本主義体制の理論的モデルは資本主義の発展にお
いて今日その他の国々よりもはるかに進んでいるアメリカ合衆国の研究にもと
づかなければならない。」11) 「本書の目的は， 独占資本主義を， もっとも発展
した独占資本主義社会の経験にもとづいて系統的に分析するところの過程を開
始するということである。」12) 「われわれの試論は……独占資本主義の諸条件
のもとにおける剰余の産出および吸収というひとつの中心的論題をかこんで組
織されており，そしてこれによってその本質的統一をあたえられている。」13)
以上にあげた諸叙述のなかには若干の疑点14)があるけれどもここではバラ
4 
パランとスウィージーの独占資本論について（三谷） 5 
ンとスウィージーが最後にしめしているかれらの試論の主題についてすこし考
察しておくこととしよう・。その主題は「剰余の産出および吸収」ということで
あるが，かれらは「剰余」の定義についてこうのべている。「経済的剰余は，
できるだけかんたんな定義では，一社会が生産するものとその生産に要する費
用との差額である。」15)18)しかしこの定義においてはさらに「生産に要する費
用」ということの意味が問題となるが．かれらはある個所ではそれを生産的労
働者の実質賃金の総体であるとしている。そこで経済的剰余は「純生産量の総
体と生産的労働者の実質賃金の総体との差額」とみなされるのである。17) こ
のようにかれらは経済的剰余の定義において商品価値，労働力価値，剰余価値
の諸概念をもちいていない。かれらが剰余の形態にかんする脚註においてのベ
ているところによると， 「マルクスは一ー『資本論』や『剰余価値学説史』の
なかのあちらこちらの章句において—剰余価値が国家や教会の収入，商品を
貨幣に転形する費用および不生産的労働者の賃金のような諸項目をも包含する
ことを論証している。しかしながら，一般にかれはこれらを第二次的要因とし
てとりあつかい，それらをかれの基本的な理論図式から除外した。」18) この文
章では，かれらは，マルクスが第二次的要因としてとりあつかった国家の収入
などをも包含した剰余価値の概念の採用を示唆しているようにみえる。しかし
そうではないのである。そしてそういった定義だけでなくいろんな命題におい
てもかれらは価値概念をまったくもちいない。それから，後段においてあきら
かになるように，かれらの試論のなかの諸議論においては価値法則やその他の
諸法則の大部分ほもはやほとんど問題にされないのである。
しかし，このことにかんしては，バランとスウィージーが一論文のなかで
マルクス経済学のひとつの課題についてつぎのようにのべているのが注目され
る。すなわち，その課題は「体制の非合理性があらわれる諸形態の変化を確か
め，そして体制がすでに社会のいっそうの発展と進歩にたいする障害物になっ
ているという事実にもかかわらずそれのなおもっている生きのびうる能力をば
評価することを目的として，資本主義の作用様式を探究しつづけるということ
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である。このかんれんにおいてプルジョア経済学はいくらかのたすけとなりう
る。それが提供しうるものは第一にケインズとかれの後継者たちの若千が発展
させた所得と雇用の短期決定要因を研究するための分析的技術である。」19) こ
こでかれらは体制の生きのびる能力を評価する目的でその作用様式を探究する
ということについてのべているが，そういう目的のためには，独占資本主義の
諸条件のもとにおける剰余の産出および吸収の問題，とくにかれらが体制の生
死にかかわるものとみなす剰余吸収の問題20)そのものについて研究すること
がなによりも必要であるとかんがえたのであろう。そして，剰余吸収の問題は
ケインズ経済学における有効需要の問題に類似しているところがあるので，研
究の手段としてそれの分析的技術がいくらかたすけになるとされるのであろ
う。21) (なお「体制の非合理性のあらわれる諸形態の変化」も主題にかんれん
してのべられ，また「非合理的な体制」という題目のもとにまとめて論じられ
ている。）
(1) Paul A. Baran and Paul M. Sweezy, Monopoly Capital. an Essay on the 
American Economic and Social Order, 1966. 
(2) Ibid., p. vii. 
(3) Ibid., p. 7. 
(4) Ibid., pp. 1ー 2.
(5) Ibid., pp. 3-4. 
(6) Ibid.,. pp. 4-5. 
(7) Ibid., p. 5. 
(8) Ibid., p. 4. 
(9) Cf. ibid., p. 5. 
UO) Ibid., p. 6. 
Ul Ibid., pp. 6-7. 
(12) Ibid., p. 7. 
(13) Ibid., p. 8. 
(14) たとえば，バランとスウィージーは「マルクスの有力な分析方法」について語って
いるが，かれらがそれによってなにを意味しているのかはかならずしもあきらかでは
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ないのである。
0.5) Baran and Sweezy, op. cit., p. 9. 
0.6) パランはその著『成長の経済学』において経済的剰余の 3種の概念を区別してい. . . . . . . . 
る。 (1)「現実の経済的剰余，すなわち社会の現実の経常産出量と現実の経常消費との
あいだの差額，・かくてそれは経常貯蓄あるいは蓄積と一致す。」 (P. A. Baran, T加
Political Economy of Growth, 1957, p. 22. 浅野栄一・高須賀義博訳， 28ページ。）こ
れはマルクスのいわゆる剰余価値のうち蓄積されつつある部分でしかない。 (Ibid.,p.．． 
22, footnote. 邦訳， 29ページ，註(1)。)(2)「潜在的な経済的剰余，すなわち使用しう．． 
る生産資源の助力をもって所与の自然的および技循的環境のなかで生産されえたはず
の産出量と不可欠の消費とみなされうる量とのあいだの差額，……これは四つの項目． 
のもとにあらわれる。第1は社会の過度の消費（主として上層所得グループのそれ，
ただし合衆国のような若干の国々においてはいわゆる中産階級のそれをもふくむ）で． ．．． 
あり，第2は不生産的労働者の存在によって社会のうしなう産出量であり，第3は現. 
存の生産用具の非合理的かつ浪費的組織のためにうしなわれる産出量であり，第4は
主として資本主義的生産の無政府性と有効需要の不足によって生ずる失業の存在のた
めにすてられてしまう産出量である。」 (Ibid.,p. 24. 邦訳，・ 30ページ。）この剰余は
剰余価値のなかの資本家の不可欠の消費と政府の行政その他への不可欠の支出に相当
するものをふくんでおらず，他方では，剰余価値の概念によってはおおわれないもの，
すなわち生産資源の過少利用や誤った利用によってうしなわれた産出量を包含してい．． 
る。 (Ibid.,p. 23, footnote. 邦訳， 30ページ，註(1)。） (3)「計画的な経済的剰余，…
…それはすべての使用しうる生産資源の計画的『最適』利用という条件のもとで歴史
的にあたえられた自然的および技術的環境のなかで達成されうる社会の『最適』産出
量とある選ばれた『最適』消費嚢とのあいだの差額である。」これは社会主義のもと
での広範な経済計画にのみ妥当する範疇である。 (Ibid.,pp. 41ー 42.邦訳， 55ー 56ペ
ージ。）本文における経済的剰余の概念はこれら三種の概念と異なる。独占資本主義
のもとでの剰余の産出と吸収の問題を論ずるためには本文における剰余の概念のほう
が適しているであろう。
U'l Baran and Sweezy, op. cit., p. 125. 
U8l Ibid., p. 10, footnote. 
U9l P. A. Baran and P. l¥4. Sweezy, Economics of Two Worlds. On Political Eco-
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nomy and Econometrics-Essays in honour of Oskar Lange, 1965, p. 28. 
(20) Cf. Baran and Sweezy, op. cit., p. 114. 
(21) Cf. ibid., p. 143. 
Il 剰余増大の傾向
われわれば，バランとスウィージーの，剰余の産出および吸収の問題に直接
かんれんしている諸議論だけを考察することとする。1)2) かれらは剰余の産出
といっているが，じつは「剰余増大の傾向」という題目のもとに「もろもろの
巨大会社で構成されている体制」としての独占資本主義において総利潤の増大
する傾向があることについて論ずるのである。
まずバランとスウィージーは巨大会社の行動についてのべている。それによ
ると，競争的資本主義とおなじように独占資本主義も非計画的であり，もろも
ろの巨大会社は主として市場をつうじて相互や消費9者や労働者や小企業やに関
係する。ところで，市場関係は本質的には価格関係であるから，独占資本主義
についても価格メカニズムの作用が問題である。競争的資本主義と独占資本主
義の差異は，前者において個別企業がプライス・テーカーであるのにたいして，
後者においては巨大会社はプライス・メーカーであるということである。3)
そこで巨大会社がプライス・メーカーであるということの意味についてみる
に，バランとスウィージーは，ある産業に数個の巨大会社が存在するいわゆる
寡占のもとで価格競争にとってかわる価格リーダーシップによって価格が決定
されることをさしていっているのである。そして，かれらによれば，ある産業
のなかの一企業が他のものよりもはるかに大きく強力である場合と支配的な数
企業がほぼおなじ大きさと力をもっている場合とでは価格リーダーシップの仕
方が異なるのであるが，けっきょく「両場合における目的は同一である一ー全：
体としてのグループの利潤を極大にするということである」。 この点において
は純粋の独占の場合とかわりはない。4) しかし「寡占のもとでは諸価格は上方
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の側でよりも下方の側でいっそう粘着的となるかたむきがあり，そしてこの事
実は独占資本主義経済における一般的価格水準にひとつの重大な上昇の傾向を
あたえる。」5)しかし巨大会社が価格の引上げによって利潤を増加させるなら
ば，これはただ消費者だけでなくさらに他の資本家たちにも犠牲をしいること
になる。このようなやり方で利潤をますます増加させてゆくことにはいろいろ
の制限が存在する。6)
それでバランとスウィージーは企業における生産の費用に目をむける。かれ
らは，価格競争の放棄はあらゆる競争の終止を意味するのではなく，競争は新
しい形態をとってますます強力におこなわれるとかんがえ，そういう新しい形
態のなかからまず生産の費用に直接の関係をもつものをとりあげ，「寡占の制
度は会社経営者にたいして費用を切下げまた能率を改善するように強制する圧
力を生ずるかどうか」について検討する。7) そしてかれらは二つの事実にもと
づいてこれを肯定するのである。すなわち，第 1に「いっそう低い費用といっ
そう高い利潤をもつ企業は市場占拠率のための闘争においていっそう高い費用
をもつ競争相手にたいしていろいろの利点をもっている。」s)それゆえに諸企業
はできるかぎり費用を切下げるように努力する。第2にはつぎのような事実が
あげられる。生産財の生産者はつねに市場に新しいものを供給しようとつとめ
ているが，かれらが相手にしている買手は利潤を増加させることに関心をもっ
ているのであるから，かれらの供給する新しい生産物は買手が利潤を増加させ
るのをたすけるように工夫されたものでなければならない。それは買手にとっ
ては費用の節減にやくだつものにほかならない。製造業者はかれの販売する新
しい器具や機械（計算機，自動制御装置などをふくむ）がやすあがりであるこ
とを取引先になっとくさせうるならば，その販売はほとんど自動的におこなわ
れるであろう。要するに，生産財の生産者は他の生産者たちがいっそう多くの
利潤をつくることをたすけることによっていっそう多くの利潤をつくるのであ
る。その過程は自己補強的でありかつ累積的である。そしてそれは「発達した
独占資本主義経済を特徴づけるところの，ひじょうに急速な技術の進歩と労働
， 
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生産性の向上」を説明するものである。9)
かくてバランとスウィージーは「独占資本主義のもとにおける生産費低下の
傾向については疑問の余地はありえない」とかんがえ，そしてつぎのような結
論をのべている。「費用の節減ということの全動機は利潤を増加させることで
ある。そして市場の独占的構造は諸会社が生産力増大の結果の大部分を直接に
いっそう高い利潤という形態で自分のものにすることを可能にする。それでこ
ういうことになる。費用の減少は利潤マージンのたえず拡大することを意味す
る。そして利潤マージンのたえず拡大することは総利潤が絶対的だけでなく国
民生産物の分前としても増大することを意味する。われわれがかりに総利潤を
社会の経済的剰余にひとしいとするならば，われわれは，独占資本主義の法則
として，その体制が発展するにつれて剰余は絶対的にも相対的にも増大する傾
向があるということを定式化することができる。」10)
このようにバランとスウィージーは独占資本主義の法則としての剰余増大の
傾向について語っているのである。しかしそれは労働生産力の増大にともない
剰余価値が増加するという一般的な傾向をば価値概念をつかわずにいいかえた
ものにほかならない。ただしそこに大企業の価格政策が介在しているというこ
とは新しい点である。ところで，かれらはその法則をかれらの試論の基本的命
題とみなすのであるが，さらにそれをもってマルクスの利潤率低下の法則にか
えようとするのである。その理由は後者が競争的資本主義を前提としているか
らである。いわく「剰余増大の法則をもって利潤〔率〕低下の法則にかえること
によって，われわれは経済学の古くからの定理を拒否しまたは修正しているの
ではない。われわれは，その定理が定式化されて以来，資本主義経済の構造が
根本的変化をこうむったといううたがいない事実を考慮しているにすぎない。
競争的資本主義から独占資本主義への構造的変化についてもっとも本質的であ
るものがそれの理論的表現をこの代位のなかにみいだすのである。」11)
ここでバランとスウィージーが剰余増大の法則をもって利潤率低下の法則に
かえようとしていることの当否はうたがわしい。二つの法則の関係についてか
10 
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んたんにのべておこう。かれらが利潤率低下の法則を拒否しないという意味は
かならずしもあきらかでないが，大企業が費用の節減によって獲得した超過利
潤を独占的な価格政策をもって確保するというやりかたで総利潤を増加させる
ことは利潤率低下の法則にたいして反対に作用するひとつの原因になるであろ
う。それはいわゆる「反対に作用する諸原因」のなかにくわえられるべきもの
であろう。12)
(1) それらの諸議論は主として『独占資本』第3章ー第7章のなかにみいだされる。
Cf. Baran and Sweezy, Monopoly Capital, pp. 52-217. 
(2) 剰余の産出および吸収の問題を論ずるまえに，パランとスウィージーは同書の第2
章において「巨大会社」の利潤動機の問題について考究しているが，その結論はつぎ
のとおりである。「今日の巨大会社は少なくとも昔の個人企業とおなじ程度において
利潤を極大にし資本を蓄積するための機関である。しかしそれはたんに個人資本家の
拡大されかつ制度化された変型にすぎないのではない。それらの企業の型のあいだに
はもろもろの大きな差異がある。そしてそのうち少なくとも二つは独占資本主義の一
般理論にとって基本的に重要なものである。すなわち，会社は個人資本家よりもいっ
そう長い時間の地平線をもっており，そしてそれはいっそう合埋的な計算者である。
両差異は基本的には会社のオペレーションの規模が比較できぬほどはるかに大きいと
いうことに関係がある。」 (Ibid.,pp. 47-;-48.) 
(3) Ibid., pp. 52, 53-54. 
(4) Ibid., pp. 61一62.
(5) Ibid., pp. 62-63. 
(6) Ibid., p. 65. 
(7) Ibid., pp. 67-68. 
(8) Ibid., p. 68. 
(9) Ibid., pp. 70-71. 
UOl Ibid., pp. 71ー 72.
Ul Ibid., p. 72. 
(12) マルクスによれば，労働力の価値は労働者の必要生活資料の範囲によって規定され
るのであるが，この必要生活資料の範囲は自然的欲望だけでなく歴史的社会的欲望に
も依存する。だから，それは，資本主義の発展するにつれて労働者とその家族の欲望
11 
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が増加し，ますます多面的なものになることによって，拡大される。これは労働者の
実質賃金が上外することを意味する。利潤率低下の法則はこういう事実を前提としな
ければならない。とこるで，大企業の独占的な価格政策は実質賃金の上昇をおさえる
という側面をもっている。
皿 剰余の吸収ー―—資本家の消費と投資
バランとスウィージーはつぎに剰余の吸収（または利用）の問題をとりあげ
る。かれらによれば，剰余は(1)消費， (2)投資， (3)浪費によって吸収されるので
ある。1)
ところで．バランとスウィージーがまず「資本家の消費と投資」という題目
のもとで論じているところをみるに，かれらはさいしょに資本家の消費につい
てこうのべている。剰余は全所得の分前として増大する傾向がある。もし資本
家の消費が剰余の分前として増大するならば，剰余吸収の問題は解決されうる．
かもしれない。「しかしもしそうでないならば，剰余のうち投資をもとめる部
分は全所得にたいする割合として増大するはずである。そして資本家の消費が
問題に解決をあたえるかもしれない可能性は排除される。」2) それからかれら
は資本家の消費の大きさについてもっと具体的に説明している。かりに資本家
たちが分配された利潤の全額を消費するものとしよう。そうすると，問題は，
剰余のうち分配される分前（配当）が，剰余そのものの増大するときに，どの
ように変化するかに帰著する。ところで，たいていの大会社は目標的な配当支
払率をもっており，これは長期的には不変にたもたれる (50%が通常の率であ
るようにおもわれる）。しかし，利潤が増大するときに， それらの大会社はた
だちに目標率を維持するように配当を調整しはしない。その間，現実の配当支
払率は目標率よりも低い。だから，利潤がたえず増大するときには，配当支払
率はたえず低下することになるであろう。「こういう事情のもとでは， 資本家
たちの消費は絶対的に増加するであろうが，……しかし剰余の割合としては減
少し，そして全所得の割合としてはもっと減少するであろう。こうした結論は
12 
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資本家たちがかれらの配当所得のなかから貯蓄する程度においてさらにいっそ
う有効であるから，剰余吸収の問題の解決はこの方面からは期待しえないこと
はあきらかである。」a)
つぎは資本家の投資であるが，バランとスウィージーによれば，資本家の消
費が相対的に減少するのであるから，資本家の投資は剰余の割合として増加
し，そして全所得の割合としても増加するを要する。この条件がみたされるな
らば，剰余吸収の問題は解決されうるであろう。しかしそのためには 「ますま
す多くの生産財数量が将来においてますます多くの生産財数量を生産するとい
う唯一の目的のために生産される」ということを仮定しなければならないが，
このようなことは経済的観点からすればまったくばかげたことである。4) そう
すると「所得にくらべて相対的に増大する剰余額の現実の投資がおこることは
経済の生産キャパシティがそれの産出量5)よりも急速に増加することを意味
する」という不可避的な結論だけがのこされる。このような投資のパターンは
たしかに不可能ではない。じっさいそれは資本主義の歴史においてしばしばみ
られた。しかしながら，それは無限につづくことはできないのである。はやか
れおそかれ過剰のキャパシティが大きくなって，そのうえの投資をおもいとど
まらせるであろう。そして投資が減退するときは，所得や雇用が減少し，剰余
それじしんも減少する。換言すれば，この投資パターンは自己制限的であって
けっきょく不況をもたらすのである。6)7)そういうわけで， 「内生的投資」，
すなわち「体制の内的メカニズムから生ずるもろもろのはけ口にみちびかれる
投資」だけでは「剰余のうち投資をもとめる部分」を吸収することができな
い。それゆえに， 「もしも内生的投資のはけ口が利用できる唯一のものである
ならば，独占資本主義は永久的な不況におちいるであろう。」s)
これによってみれば，バランとスウィージーは資本家の消費と投資（内生的
投資）だけでは剰余吸収の問題を解決することはできないと主張するのであ
る。．かれらの諸議論には若干のあいまいな点がないではないが，それはとにか
く，かれらが最後のところで投資のパターンについてのぺ不況の発生に言及し
13 
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ているところの議論は重要である。すでにあきらかなように，かれらの主張は
この投資パターンにかんする議論に依存しているからである。しかし，その投
資パクーンが自己制限的であっでけっきょく不況を生ずるということはいちお
うみとめるとして，なおおこってくる疑問はいったい恐慌そのものはどのよう
に説明されるかということである。かれらが後段においてのべているところに
よると， 「われわれの理論の主要な長所は， それが大不況をば大きな例外とし
てではなくアメリカ経済体制の諸作用の正常な結果として容易にかつ論理的に
説明しうるということである。独占資本主義に固有の停滞的な諸傾向はすでに
1907年後の数年間に経済領域を支配しはじめていた。戦争と自動車のためにそ
れらの諸傾向は消失したが，しかしそれはただ一時的であった。 1930年代には
それらの諸傾向が表面にあらわれてきて，まる10年間の経済史のうえに消すこ
とのできない刻印をのこした。」9) ここでかれらは 1929年にはじまった世界恐
慌とそれにつづく長い深刻な不況にふれているわけであるが，しかしそういっ
た議論では恐慌そのものの原因はあきらかでない。恐慌は生産と消費の矛盾に
もとづくのであるが，それが資本蓄積過程においてどのような不均衡の形態に
おいてあらわれてくるかがまさに問題である。10)それから恐慌後において過剰
のキャパシティがどの程度まで廃棄されるかということも重大な問題である。
こういう恐慌問題に剰余吸収の問題も依存しているのである。
さて，バランとスウィージーが投資についてのべている議論のつづきをみる
こととしよう。かれらは「あらゆる投資が内生的なのではない」とし，そのほ
かに「外生的投資」，すなわち「体制の正常な作用によって生ずる需要の諸要
因から独立しておこる投資」も存在することを指摘し， 11)それから外生的投資
の三つの型をあげたのち剰余吸収という視点からそれぞれについてくわしく論
じている。12) しかしかれらの結論によれば， これらの投資はいずれも剰余吸
．収の問題を解決するのに大いにやくだつとはいえないのである。ここでそれら
の外生的投資にかんするかれらの議論をひとつひとつ検討することは省略する
が，前述の剰余増大の法則にかんれんして，それらの外生的投資のなかのひと
14 
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っ，すなわち「新しい生産方法や新しい生産物への投資」にかんする議論だけ
はすこしたちいって考察しなければならない。なぜなれば，その法則はこうい
う投資の大いに増加することを前提としているようにみえるからである。
ところで，その議論においてバランとスウィージーは「正常的技術革新」 す
なわち「資本主義時代をつうじて恒常的な流れで出現しているような新しい方
法と新しい生産物」18) の影響についてのべるのであるが， かれらによれば，．
そういう技術革新が新しい投資のはけ口をひらき，経済の成長率を高めるとい
う命題は，競争的体制においては妥当であったとしても，独占資本主義のもと
ではもはや有効ではない。巨大会社は競争の圧力によってではなく綿密な計算
にしたがって新技術を採用する。またそれは新方法の有利性を孤立的にかんが
えて行動するのではなく，新方法が会社の全般的な有利性にたいしてどのよう
な正味の効果を生ずるかをかんがえて行動するのである。もし独占体がいまた
だちに新方法を採用するとすれば，それは市場への供給量の増加をさけるため
に旧い設備を遊休させておかなければならないであろう。だから，独占体は，
新設備をもってえられる利潤と旧設備をもって現実にえられている利潤との差
額が他の方面への投資からえられる利潤よりも大きいときにのみ，新方法を採
用するであろう。14) したがって，「独占体の観点からは，生産キャパシティを
増加せざるをえないような新技術を採用することはつうれい回避されるであろ
う。独占体は新設備をすえつけるまえに現存資本の置換の時がくるまでまつこ
とを選ぶであろう。」しかしこのことは新技術の発見が緩慢になるということ
を意味しない。大会社は新しいやすあがりの技術を発見する強い動機をもって
いる。またそれは新技術を抑圧するなんらかの傾向が存在するということを意
味しない。どんな大会社においても若干の設備はつねに耐用寿命をおえつつあ
り，それは最新の最も有利な技術を体現している新設備によって置換えられる
であろう。その真の意味は， 「独占資本主義のもとでは， 新技術が旧技術にと
ってかわるであろう率は従来の経済理論がわれわれに想像させるであろうより
もゆるやかであろうということである。」「逆説的にみえるかもしれないけれど
15 
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も，……独占資本主義は，技術進歩の率が急速であるということと，大量の技
術的に陳腐化した設備の使用がつづけられるということとによって，同時に特
徴づけられる。」15) そしてこうした議論からつぎのようなきわめて重要な結論
がみちびきだされる。すなわち， 「独占資本主義のもとでは……技術進歩の率
と投資のはけ口の大きさとのあいだには必然的な相関関係は存在しない。技術
進歩は投資の数量よりもむしろあたえられた時に投資がとる形態を決定するか
たむきがある。」16) (ついでかれらは新しい生産物の場合についても説明して
いるが，投資のはけ口については新しい方法の場合とおなじようにかんがえる
ことができるというのである。）17)18) 
このような理由から，バランとスウィージーは，正常的技術革新としての新
しい生産方法への投資は剰余吸収の問題を解決するのに大してやくだたないと
いうことを主張するわけである。（新しい生産物への投資についてもおなじで
ある。）かれらのしめている独占体にかんする例証にはすこしはっきりしない
ところがあるけれども，ともかくかれらの当該の議論は独占資本主義におけ
る投資の増加をはばむ新しい傾向をしめしている点において注目にあたいす
る。しかしそれについてひとつの欠点を指摘しておかなければならない。上記
のように，技術進歩は投資の数量よりもむしろその形態を決定することになる
のであるが，これによってつうれい労働生産力が増大するであろうから，労働
需要が減少し，したがって失業が生ずるであろう。しかしかれらの議論ではこ
のことに論及されていない。19)概してかれらは技術進歩にもとづく失業にはふ
れないのである。かれらはときには「オートメーションとサイバネーションの
出現」や「オートメーションとサイバネーションの発展」20)を語り， さらに
「オートメーションの歩調は高くなり，そして若いひとびとの洪水が……労働
市場に溢れているので，アメリカ経済の将来はほとんどあかるいようにはみえ
ない」 21)とのべ，オートメーションが労働需要を減少させることを暗示して
いるけれども，その結果としての失業についてはまったく考察していない。し
かしそういうオートメーションをふくめて資本の有機的構成の高度化のために
16 
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生ずる失業の状態がどのようになるかは重大な問題である。22)
(1) Baran and Sweezy, Monopoly Capital, p. 79. 
(2) Ibid., p. 80. 
(3) Ibid., pp. 80ー 81.
(4) Ibid., p. 81. 
(5) この産出量は消費支出プラス投資需要にひとしい産出量を意味する。これをこえる
生産キャパシティは過剰のキャパシティである。（スウィージー「アメリカ経済の状
態について」，名和献三・玉井竜象緬『現代資本主義と恐慌』 1957年， 197ページ，参
照。）
(6) Baran and Sweezy, op. cit., p. 82. 
(7) スウィージーはその著『資本主義発展の理論』のなかで「実現恐慌」についてのベ
るさいに資本主義の「消費財の生産キャパンティを消潰財の需要よりも急速に拡張さ
せる内在的傾向」について論じている。かれによれば，生産方法の改善によって全剰
余価値が増大するが，そのますます大きな部分が蓄積される。資本家たちはかれらじ
しんの消費を増加し，またかれらの蓄積の一部分を賃金の増加に支出するから，消費
は増大する。しかし資本家の消費の増加は全剰余価値にたいして逓減的な割合でおこ
なわれ，また賃金の増加は全蓄積にたいして逓減的な割合でおこなわれるから，消費
の増加率は生産手段の増加率にくらぺて低下する。他方，統計的な証拠によれば，長
期間にわたってみると，産出高は生産手段とほぼおなじ割合で増加する。このことか
ら，消喪財産出高の増加率の生産手段の増加率にたいする割合は不変であるとかんが
えることができる。したがって，消費の増加は消費財産出高の増加におくれる内在的
な傾向があることとなる。 この傾向は恐慌か停滞となってあらわれてくる。 (P. M. 
Sweezy, The Theory of Capitalist Development, 1946, pp, 180, 181ー 183.中村
金治訳， 246,247-249ページ。）この議論のなかにはあきらかに誤っている推論がみ
いだされる。本文における投資パターンと過剰キャバシティにかんする議論ではだい
ぷ論旨がかわってきている。しかしこの議論も問題を十分に説明していない。
(8) Baran and Sweezy, op. cit., p. 8. 
(9) Ibid., p. 240. 
(IO) スウィージーは一論文のなかで工業化の問題を論ずるさい第一部門（生産手段生産
部門）の先行的な独立の拡大によって生ずる過剰キャパッティの累積についてのぺて
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いる。かれによれば，そういう過剰キャパシティの累積のために「工業化された資本
主義社会には，崩壊の傾向がつねに存在している。不況あるいは停滞ないしはなんと
よぼうとも， それは資本主義社会の正常な状態とみなされなければならない」。 (P.
M. Sweezy, The Present as History, 1953, pp. 342ー 348.都留重人監訳， 394ー 398
ページ。）しかしこの傾向が恐慌として発現するという事実が問題なのである。
(l) Baran and Sweezy, op. cit., pp. 88, 89. 
U2l Ibid., pp. 89-108. 
U3) Ibid., p. 91. 
閥 Ibid.,pp. 93-94. 
U5) Ibid., pp. 95ー 96.
郎） Ibid., p. 97. 
U'TJ Ibid., pp. 98ー 99.
U8l これまでパランとスウィージーは正常的革新と投資について論じてきたのである
が，後段において独占資本主義の歴史を記述するときには画期的革新を重視し，これ
が大きな投資のはけ口をつくりだすことについてのべている。画期的革新は「無比の
歴史的事件」であって， 18世紀の蒸気機関， 19世紀の鉄道， 20世紀の自動車によって
しめされる。 (Ibid.,p. 91.)これらの革新は「経済活動の立地と産出物の構成に影響
する」のである。くわしくいえば，それらは国内移住や新都市の建設をともなう経済
地理の根本的改変をもたらし，多くの新しい財貨やサーピスの生産を要求しまたは可
能にし，そして直接または間接にあらゆる工業生産物の市湯を拡大するのである。こ
のようにして「それが直接に吸収する資本にくわえて湛大な投資のはけ口をつくりだ
す」こととなるのである。 (Ibid.,pp. 219ー 220.)それらの革新のうち独占資本主義
経済において剰余の吸収にたいしてとくに重要なのは自動車の普及である。しかしこ
れが剰余吸収のひとつの方法として他の方法とどのような関係をもっているかが問題
となる。
U9l バランは『成長の経済学』のなかでこのような失業に論及している。いわく「アメ
リカでは，純投資がなくて，使いふるした設備の近代的な機械へのたんなる置換えだ
けでも，年々ほぼ1.5彩の生産力増加を生ずるであろうと算定されている。 これに年
々1彩以上の労働力増加をともなうならば，このことは，どんなあたえられた産出量
の単純再生産も必然的に年々労働力の 2.5彩以上だけ失業を増加させるということを
18 
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意味する。」 (Baran,The Political Economy of Growth, p. 88. 邦訳， 115ー 116ペー
ジ。）そのうち1.5彩の失業は労働生産力の増大によって生ずる失業である。
(20) Baran and Sweezy, op. cit., pp. 343, 352. 
(21) Ibid., p. 248. 
(2) スウィージーは一論文のなかでこうのぺている。「さいきんの技術革新は労働の生
産性に急激な影響をあたえている兆候がある。専門家はみなオートメーションにかん
するかぎり労働の可能的な節約はまだはじまったばかりであることを一致してみとめ
ている。今後数年中に，技衡進歩とむすびついた投資があたえるよりも多くの職を，
それが労働者から直接うばうことになるかもしれない。もしそうなったら，技術進歩
は資本主義の救済者どころかその墓堀人のひとりであることがあきらかになるだろ
う。」（都留重人編『現代資本主義の再検討』，昭和34年， 72ページ。）ここでは技循進
歩にもとづく失業問題の重大さが強調されているが，この問題についてはもっとくわ
しい考察が必要である。
IV 剰余の吸収ー一販売努力と政府支出
前述のように，資本家の消費と投資が剰余の吸収（または利用）にたいして
十分でないことについて論じたのちに，バランとスウィージーは「独占資本主
義は自己矛盾的体制である」とし， つぎのように書いている。「独占資本主義
はますます多くの剰余を産出する傾向があるけれども，増大する剰余の吸収の
ために必要でありまたそれゆえに体制の円滑な作用のために必要である消費と
投資のはけ口とをあたえることができない。剰余のうち吸収されないものは生
産されないであろうから，とうぜん，独占資本主義経済の正常状態は停滞であ
るということになる。あたえられた資本ストックとあたえられた費用や価格の
構造をもって，体制の稼動率は，生産された剰余量が必要なはけ口をみいだし
うるところの点をこえて上昇することはできない。そしてこれは利用できる人
的および物的資源の慢性的過少利用を意味する。……それじしんに放任される
ならば，すなわち体制の『基本論理』とよびうるもののどんな部分をもなして
いない反対に作用する諸力がないならば，独占資本主義は慢性的不況の泥沼の
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なかにますますふかくしずんでゆくであろう。」しかし，かれらによれば，「反
対に作用する諸力が存在する。それらが存在しないならば，体制はじっさいず
っと以前にそれじしんの重みで崩壊したであろう。それゆえに，これらの反対
に作用する諸力の性質と含意を理解するということはもうとも重要な事柄であ
る。」1)
そこでバランとスウィージーはつぎにそういう反対に作用する諸力として剰
余吸収にやくだつものをとりあげて，「販売努力」， 「民政」， 「軍国主義と帝国
主義」2) という三つの題目のもとにくわしく論ずるのである。ただしあとの二
つは政府支出ということに帰著するであろう。ところで，このような題目の性
質からして，それらにかんする議論はむしろ記述的なものを多くふくんでいる
のであるが，ここでは若干の理論的に興味のある部分についてのみ考察するこ
ととしよう。
まず「販売努力」についてみるに，バランとスウィージーはこれを概念的に
はマルクスの「流通費」とおなじものとみなすのであるが，独占資本主義の時
代にはそれは量的にも質的にもマルクスのかんがえていた以上に大きな役割を
演ずるようになったという。3) そしてかれらは販売努力として「広告，生産物
の外観と包装の変更， 『計画された陳腐化』， モデル・チェーンジ， 信用販売
法」4) などいろいろの形態をあげているが，それらのうち主として広告の場合
について論じているから，ここでもその広告にかんするかれらの議論をとりあ
げて考察することとする。かれらによれば，広告費（広告に従事している労働
者の賃金など）はあきらかに生産の必要tょ費用に無関係であるから，ただ総剰
余の一部分とみなされうるにすぎない。この剰余部分はある特色をもっている、
のであって，ひとつの特色としてそれは二つの異なった要素からなりたってい
る。第 1の要素は，広告費や他の販売費の総体のうち，生産的労働者たちによ
って購買される消費財の価格の上昇によって支払われる部分である。この額だ
けかれらの実質賃金は減少され，それにおうじて剰余は増大される。第2の要
素は，広告費と販売費の残りであって，資本家じしんや不生産的労働者によっ
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てかれらの購買する財貨の価格の上昇をつうじて負担される部分である。これ
は生産的労働者によって負担されないから，剰余の増加分をなすのではなく，
それの再分配をもたらすのである。この販売努力をまかなう剰余部分は「自己
吸収的」という特徴をもっている。それは，純利潤の形態をとる剰余構成分と
異なって，資本家の消費による相殺物も投資のはけ口も必要としない。それは
いわばそれじしんの相殺物とはけ口を提供する（ただし広告代理店などの利潤
は諸利潤の一般的なプールに流れこんで，資本家の消費または投資によって相
殺されなければならない）。・「この販売努力が経済の所得と産出量の構造にあた
える直接のインパクトは租税収入によってまかなわれる政府支出のインパクト
に類似している。このインパクトは経済学の文献において『均衡予算の乗数』
とよばれるようになっているものによって測定されるのであって，最初の収入
（および支出）とおなじ大きさの額だけ総所得と産出量を拡大するということ
である。そしてもちろん総所得の拡大は広告代理店，広告媒体などにおける不
生産的労働者の雇用とむすびついている。」5)、
これによってみれば，広告費の一部分は生産的労働者の実質賃金を減少させ
るという結果をともなう。つまり，・広告に従事する不生産的労働者の実質消費
が生ずるために生産的労働者の実質消費は減少することとなる。そしてこの点
については広告費の他の部分もおなじであるとされている。資本家と他の不生
産的労働者の実質消費もまた減少するのである。しかしながら，資本家たちは
そういう実質消費の減少をかれらの貯蓄の減少によっておぎなうであろう。そ
うするとこれだけ剰余吸収がましてくる。いずれにしても，広告に従事する不
生産的労働者の雇用によって総所得は増加する。なおそのほかに広告そのも
のの間接的効果も強調されている。くわしくいえば，それは，新しい生産物に
たいする需要を創造したり，貯蓄をなしうる所得グループの消費性向を増大す
ることによっても，雇用と所得の増加をもたらしうるのである。8)(最後に，金
融，保険，不動産にかんする企業も剰余利用の方法として販売努力とおなじ作
用をするものであることが付記されている。）7) 
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つぎは政府支出であるが，バランとスウィージーは，それが販売努力よりも
はるかに大きな程度において剰余吸収の役割をするものであること，しかしそ
の吸収の方法はときのたつにつれてますます非合理的なかつ破壊的なものにな
ることについて論ずるのである。
ところで， かれらはさいしょに政府支出の効果を一般的に説明しているか
ら，その大要をしめしておこう。すなわち，独占資本主義のもとにおいては，
正常状態はキャパシティ生産以下ということである。有効需要（ケインズの術
語をつかうと）は労働と生産設備の完全利用を保証するに十分でない。もし政
府がいっそう多くの有効需要をつくりだすならば，それは国民の所得にくいこ
むことなしに財貨やサービスの支配を増大することができる。このことは均衡
予算においてもおこりうるのであって，かんたんな数字例で説明される。かり
に総需要 (=GNP)が100であり，そのうち政府の分は10であって，これに
10の租税がちょうど対応しているとする。いま政府が，たとえば軍備拡張のた
めに10だけ租税を増徴しようとする。政府支出の増加によって10が総需要とそ
れから（遊休の労働と設備があるから）全産出量に付加されることになる。他
方において， 10だけの所得の増加があり，これとおなじ額が私的支出の水準に
影響することなしに租税をとおして国庫におさめられる。正味の結果は10だけ
のGNPの拡大であって， これは政府の均衡予算の増加額とちょうどひとし
い。このばあいには「乗数」は 1である。
いま政府が 2だけ支出を増加させようとするが，こんどはそれだけの赤字を
予算に計上し，租税は増徴しないとしよう。政府がこの新しい貨幣を支払うと
きに，私的所得が増加され，その増加の一部分は支出される，等々。私的支出
の増加分は数回ののちにきわめて小さくなるから，私的支出の総付加額は，各
増加のうち支出される割合がしられているならば，計算されうる。たとえばこ
の総付加額が 3であるとしよう。そうすると，赤字に帰しうる需要の拡大は合
計して 5 (政府の 2と私人の 3)になる。このばあいには乗数は2.5である。8)
いま経済の全体をながめると，初期状態にくらべて， GNPは100から115に，
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私的支出は90から93に，政府支出は10から22に増加した。そして政府は 2の赤
字をつづけている。あきらかなことだが，この状況は政府が赤字をつづけるか
ぎりにおいてのみ持続されうるであろう。予算をふたたび均衡させることにな
ったとしよう。支出が2だけ減少され，赤字がのぞかれる。乗数は逆に作用し．
GNPは110に低下するであろう。そのかわりに支出が維持され租税が2だけ
引上げられるならば，私的増加分がとりさられ， GNPは112において安定す
るであろう。かくて「主要な原理」はつぎのように要約される。「(1)有効需要
の水準にたいする政府の影響は赤字の大きさと政府支出の絶対的水準との函数
である。 (2)一時的な赤字は一時的な効果をもつ。 (3)持続的な赤字でさえも，
それが恒常的に大きくならないならば，有効需要を累積的に増加させないであ
ろう。」9)
このようにバランとスウィージーは政府支出の効果をば乗数の概念をもちい
て説明しており，そしてその概念には欠点がないでもないが，あらためて指摘
するまでもないことであるから，ただちにその説明につづくかれらの重要な見
解をしめしておこう。それによると，アメリカ合衆国の財政史は持続的なかつ
恒常的に増大する赤字によって特徴づけられてはいないから，政府支出の絶対
的水準の変化にだけ注意を集中することができる。「政府が， 有効需要の大き
さや， したがって剰余吸収の過程にたいしてそれの最大の影響をおよぽした
のは，それの支出の総体における諸変化によってであった。」10) これによって
あきらかなように，合衆国では均衡予算のもとに乗数が1にひとしいばあいが
正常的であるとかんがえられているのである。
こういう考え方から，バランとスウィージーは，アメリカ合衆国の統計によ
って1903年以降の政府支出のGNPにおけるパーセンテージを算出して，これ
が1929年以後ますます高くなっていることをしめし，そしてこのことをもって
「有効需要の創造者および剰余の吸収者としての政府の役割が独占資本主義の
時代に大きくなった」ことの証拠とみなしている ~11) しかしかれらは，政府
支出のうち民政費のパーセンテージがあまり増加しなかったのに，軍事費のパ
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ーセンテージがいちじるしく増加した事実を指摘し， 12) っいで民政費の増加
を制限する諸原因について論じているが，とりわけ「寡頭支配層をなしている
諸個人やグループの特殊利益」がその有力な原因であることを指摘しているの
は注目にあたいする。13)たとえば，政府のダム建設は治水や貯水などに必要な
ものであるが，それは電力の供給において電力会社と競争することとなる。こ
のためにその建設はただ電力会社だけでなく大企業の団体によってもはげしく
反対される。14)また公営住宅は厚生費の大きな支途となりうるのであるが，私
的企業の領域にくいこむことになる。公営住宅計画はたいていの都市にたくさ
んある空地における広大なビルディングを要求するであろう。しかしこの計画
には都市の有力な不動産業者が反対するであろう。この反対にぶつかって政府
は住宅問題に着手することができないのである。15)
しかし，かれらによれば，これは一般的な原則であって，これにたいするひ
とつの重要な例外がある。それはハイウエーヘの政府支出であって，アメリカ
経済における自動車の重要性にもとづいている。最も多くの利潤をえている最
大の諸会社のうち数社は本業として自動車の生産をおこなっている。そして石
油，ゴム，鉄鋼，ガラスなどの独占的産業をはじめとしてその他の無数の営業
が自動車を中心として群がっている。これらのすべてがハイウエーの建設にま
った＜依存している。だから，ハイウエーヘの政府支出のたえざる増大を要求
する大きな圧力が存在するのはとうぜんである。16)
さて，バランとスウィージーは，民政費の増加にたいする諸制限について説
明したのちに軍事費に目をむける。かれらによれば， 「巨大な軍事施設の建設
は私的企業との競争をつくりださないし必要ならしめもしない。……軍部は私
企業にとっては理想的な顧客であって，売手にもっとも有利な条件で年々数十
億ドルを支出する。必要な資本設備の大部分はどんな別個の用途ももたないか
ら，それの費用がつうれい最終生産物の価格のなかにふくめられる。それゆえ
に，兵器を生産する企業は事実上は危険をまぬかれているのであるが，それに
もかかわらず，許容される利潤率はありもしない危険要素にたいする寛大なマ
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ージンをふくんでいる。」かくて「寡頭支配層の私的利益は軍事費に反対する
どころかそれのたえざる増大を助長する。」17)
もちろん軍事費の増大には政治的社会的背景があるから，バランとスウィー
ジーは歴史的観点からこれについてくわしく記述している。そしてその結論と
して「アメリカ寡頭支配層が大きなかつ増大する軍事機関を要求するのは，競
争相手の世界社会主義体制を封じこめ，圧縮し，最後に破壊するというそれの
目的からの論理的な必然的帰結である」18)という。それにつづいてかれらはア
メリカ寡頭支配層のそういう軍事目的を規定する諸原因についても論じている
が， 19)とくに対外政策を支配している多国籍的な巨大会社の特殊利益とのむす
びつきを強調しているのは注目にあたいする。20)なおかれらは「経済統制の手
段としての軍事費の有効性にたいする諸制限」に言及しており，そのさい核兵
器の生産の不合理性とそのための軍備予算のたえざる拡大の自己矛盾について
のべているけれども，最後に低開発地域における革命戦争がつづくかぎりアメ
リカ寡頭支配層は「制限戦争」のために軍備を増強することをやめないという
ことを付記しているのである。21)22)
これまではバランとスウィージーの所得再分配の問題にかんする議論にはふ
れずにおいたのであるが，ここでその議論をとりあげて考察しよう。一般にか
れらは失業と遊休設備の存在を仮定し，．有効需要の増加によって所得そのもの
が増大することを重視している。かれらによれば，独占資本主義経済の構造か
らして，剰余のたえず増大する分量は私的水路によっては吸収されえない。も
しどんな他のはけ口も利用できないならば，そういう分量は少しも生産されな
いであろう。政府が吸収するところのものは，私的剰余からの控除ではなく
て，それへの付加である。完全利用に到達したのちにも政府の吸収が増大しつ
づけるばあいにのみ，私的剰余が蚕食されることとなる。もちろん課税はひと
びとに異なった影響をおよぽす。大企業者は租税の負担を消費者または労働者
に転嫁することができる。固定的な所得をえているひとびと，すなわち金利生
活者，年金受領者，一部の非組織労働者は，租税が増徴され会社によって転嫁
25 
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されるとき，損失をこうむる。しかしこれは「直接または間接に政府支出のお
かげで仕事につくことのできる多くの労働者たちの利益にくらべれば第二義的
なことである」。28) しかしながら，前述のようなかれらの政府支出の効果にか
んする一般的な説明にしたがえば，政府支出によって労働者の雇用が増加する
であろうが，しかし租税負担をせおいこむ労働者の実質賃金は多かれ少なかれ
低下するであろう。このばあいにそれが労働力の価値以下にどのくらいさがっ
てゆくかということは重大な問題である。そしてもし赤字財政によるインフレ
ーションのために物価の騰貴がおこるならば，なおさらそうである。24)
これをもってバランとスウィージーの主要な議論にかんする考察をおえるこ
ととするが，最後にかれらの独占資本主義分析の限界についてかんたんにの
ペ，結語としよう。かれらは独占資本主義の諸条件のもとにおける剰余吸収の
問題をきわめて重視しているのであるが，その理由は，まえにちよっとふれて
おいたように，その問題カーゞ資本主義体制の生死にかかわるものとみなされるか
らにほかならない。かれらによれば， 「剰余増大の法則が存在し，……そして
剰余利用の正常な方法ではあきらかに剰余の増大する部分を吸収することがで
きないから，剰余利用の他の諸方法にかんする問題が決定的な重要性をもつよ
うになる。それらの方法が数多くあってしかも増加するということが体制にと
っての死活の問題となる。そしてそれらが資本家の消費と蓄積にくらべて増加
するにつれて，それらは社会的産出物の構成，経済の成長率および社会の性質
そのものをますます多く支配するようになる。」25) このような見地から，かれ
らは剰余利用の諸方法について研究し，一連の注目すべき議論をのべているの
である。しかしそれだけでは資本主義体制の生きのびる能力を判定するに十分
ではないであろう。かれらの議論では，前述のように，失業，賃金などのよう
な資本蓄積過程に固有の諸問題はほとんどとりあつかわれない。そして恐慌の
問題は長期的な停滞論のなかに埋没されてしまい，とくにとりあげて考察され
てはいない。しかしこれらの諸問題は体制的な諸矛盾を包含しており，本質的
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には「体制にとっての死活の問題」をなすものである。それゆえに，そういう
諸問題をふくめての，独占資本主義経済（または国家独占資本主義経済）26)の
作用様式の研究が必要であるとおもわれる。27)
(1) Baran and Sweezy, Monopoly Capjtal, p. 108. 
(2) スウィージーは『資本主義発展の理論』において「過少消費の傾向に反対に作用す
る諸力」についてのぺているが，これらは慢性的不況を防止する諸要因にしまかならな
い。かれによれば，そういう諸力としては，.(1)新産業， (2)錯誤投資， (3)人口増加， (4)
不生産的消費， (5)国家支出があるが，最初の三つの要因は現在でも作用しているけれ
どもその力は弱まりつつある。これに反し，不生産的消費のうち商業に従事するひと
びとの消費と，国家支出のうち国家消費（立法，司法，行政の活動，公共事業，軍事
施設にかんするもの）はますます強力に作用するようになりつつある。 (Sweezy,
The Theory of Capitalist Development, pp. 218ー 234.邦訳， 300-320 ペー ジ。）
本文における議論ではこういう見解がさらにおしすすめられるわけである。ただし新
産業に属するとおもわれる自動車産業は剰余吸収に大いにやくだつものとして重視さ
れるようになるのである。 ． 
(3) Baran and Sweezy, op. cit., p. 114. 
(4) Ibid., p. 115. 
(5) Ibid., pp. 125-126. 
(6) Ibid., pp. 126-127. 
(7) Ibid., pp. 139-140. 
(8) Ibid., pp. 142, 143-144. 
(9) Ibid., p. 145. 
UOl Ibid. 
Ul Ibid., pp. 146-147. 
U2l Ibid., pp. 151-153. 
U3l Ibid., p. 163. 
閥 Ibid.,p. 165. 
U5) Ibid., p. 167. 
U6) Ibid., pp. 173-17 4. 
U7) Ibid., pp. 207ー 208,209. 
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28 鵬西大學『継済論集』第17巻第1号
(lfi lbヽd.,p. 191. 
(19) Ibid., pp. 191ー 207.
(20) パランとスウィージーは，アメリカの世界社会主義体制にたいする態度はたんに非
合理的な偏見や恐怖にもとづくものではなく，対外政策を支配している多国籍的な巨
大会社の特殊利益によって規定されているという。いわく， 「それらの巨大会社が欲
するものは外国の供給源と外国の市場にたいする独占的支配ということであって，そ
れはとくに特権的な条件で売買したり，ひとつの従属国からもうひとつの従属国へ諸
注文を転換したり，この国またはあの国のどちらがもっとも有利な租税政策，労働政
策および他の諸政策をおこなうかによってそのどちらかを援助したりすることを可能
ならしめる。—--:口でいえば，それらの巨大会社はじぶんじしんの条件でじぷんの
選ぶところで取引をおこなうことを欲する。そしてそのためにそれらが必要とするも
のは貿易の相手ではなくて，アメリカ大企業の要求に法律や政策を適合させようとす
る『同盟国』や『保護国』である。」 (Ibid.,p. 201.) 
(21) Ibid., pp. 213--:217. 
(2) それらの諸制限にかんするパランとスウィージーのくわしい説明をあげておこう。
すなわち，第1.戦争が兵隊と兵器の戦から科学の戦となるにつれて，軍事費のます
ます大きな部分が研究や開発などにむけられ，ますます小さな部分が大量生産の武器
（大砲，戦車，航空機， トラック，ジープ，船舶）にあてられる。この変化のために
一定の軍事費は今日では以前よりもはるかに少ないひとびとを雇用する。軍事費の大
きな増加でさえも，大会社には有利であるが，投資や雇用には相対的に小さい効果し
かもたない。第2'対等の力をもつ二つの国のあいだの武力競争においては，完全な
破壊力をもつ近代兵器をつみあげてゆくことはもはや合理的な軍事目的をもたないば
かりでなく，じっさいにその国が全面戦争に生きのこる機会を少なくする。したがっ
て，軍事予算のたえざる拡大は厳密な意味において非合理的である。それは軍事施設
がやくだっはずの目的そのものと矛盾する。 (Ibid.,pp. 214-215.) 
(23) Ibid., pp. 147, 148, 150. 
閥 パランは『成長の経済学』のなかで政府支出が所得の再分配におよぼす影響につい
て論じているが (Baran,7", 加 PoliticalEconomy of Growth, pp. 123 f. 邦訳， 163 
ページ，以下）， それは本文における不十分な説明をある程度までおぎなうものであ
る。しかしもっとくわしい考察が必要である。
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(25) Baran and Swee巧,op. cit., p. 114。
伽前述のように，パランとスウィージーは「独占資本主義」について語っているが，
「国家独占資本主義」という用語はさけている。そのひとつの理由についてかれらは
つぎのようにのぺている。「国家は賓本主義の発展においてつねに決定的な役割を演
じてきた。そしてこの役割はたしかに量的には増加したけれども，われわれはさいき
んの数十年間におけるなんらかの質的な変化にかんする証拠が有力なものでないこと
をしっている。」 (Ibid.,pp. 66-67.)かれらによれば，国家は資本主義的階級支配の
道具であるから，資本主義体制を維持するためや独占資本の利益をはかるためにます
ます広い範囲で活動するようになってきているが，これは質的な変化とはかんがえら
れないというのである。しかし，先進資本主義諸国において戦争や恐慌などによる体
制の危機に直面して国家が経済過程に介入するにいたった事実には，国家独占資本主
義とよぷにふさわしいものがある。
岡 剰余吸収の問題．にかんするかれらの考え方のためばかりではないであろうが，パラ
ンとスウィージーはアメリカ合衆国における労働者階級の状態にねざす階級闘争とプ
ロVタリアートの革命運動には仕とんど期待をかけない。 (Ibid.,pp. 150-151, 363, 
364.)かくてかれらは独占資本の強力な寡頭支配のもとに現在の非合理的な体制が存
続することをみとめるのであるが，同時に，いまあらわれている頒廃の過程がつづい
て，ますますひどくなりつつある精神的混乱が拡大してゆき， したがって体制の機能
する能力を阻害して， けっきょく破壊するであろうとかんがえる。 (Ibid.,pp., 336 
f., 364.)そしてかれらはアメリカ合衆国も新しい体制に移行することを予想し，つぎ
のように論ずる。「マルクスの時代には先進国のプロ Vクリアートに属していたとこ
ろの，資本主義に反対の革命的イニシアテイヴは，いまでは帝国主義の支配と搾取か
ら自由になるために闘争している低開発諸国における貧困化した大衆の手に移ってい
った。」 (Ibid.,p. 9.)そうして低開発諸国における「世界革命」はますます拡大する
であろう。そして同時に社会主義諸国においては合理的な社会がさらに発展するであ
ろう。こういう事実をまえにしてますます多くのアメリカ人が現在の非合理的な体制
に疑問をもつようになり，けっきよくこの体制のもっとも強力な支柱もくずれおち，
かくて新しい社会の創造という問題が絶対に必要なものとなるであろう。 (Ibid.,pp. 
365ー 367.)かれらによれば， これがアメリカ合衆国の社会主義への移行にかんする
展望である。しかしその移行の方法や形態などはあきらかでない。もっともスウィー
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ジーは漸進的社会主義には反対している。 (Cf.Sweezy, The Theory of Capitalist 
Development, pp. 348 f. 邦訳， 466ページ，以下。都留重人絹『現代資本主義の再検
討』， 77ー 78ペー ジ。）
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